
為替週間展望＝ドル円は１０１～１０６円台で荒れた動きか

　　　　　　　　　　［３月１６日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    3 月 9 日～ 3 月 13 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  104.92   106.10(12)    101.19( 9)    105.58   +0.19

ユーロ・ドル  1.1293   1.1495( 9)    1.1056(12)    1.1198   -0.0086

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    17,431.05    -3318.70     日本10年債利回り   0.010   +0.131

ダウ平均株価    21,200.62    -4664.16     米10年債利回り     0.804   +0.042

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１６日　日本１月機械受注高

　　　　英３月ライトムーブ住宅価格

　　　　中国２月鉱工業生産指数、中国２月小売売上高

　　　　スイス２月生産者・輸入価格

　　　　米３月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　米１月対米証券投資

１７日　豪第４四半期住宅価格指数

　　　　日本１月鉱工業生産指数確報値

　　　　英２月雇用統計

　　　　独３月ＺＥＷ景況感指数

　　　　カナダ１月製造業出荷

　　　　米２月小売売上高

　　　　米２月鉱工業生産・設備稼働率

１８日　ＮＺ第４四半期経常収支

　　　　日本２月貿易収支

　　　　ユーロ圏２月消費者物価指数確報値、ユーロ圏１月貿易収支

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　米２月住宅着工・建築許可件数

　　　　カナダ２月消費者物価指数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、１７～１８日）政策金利

１９日　ＮＺ第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　日本２月消費者物価指数

　　　　豪２月雇用統計

　　　　日銀金融政策決定会合（１８～１９日）金融政策発表

　　　　スイス銀行（ＳＮＢ）政策金利

　　　　米第４四半期経常収支

　　　　米３月フィラデルフィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数

　　　　米２月景気先行指数

２０日　独２月生産者物価指数

　　　　ユーロ圏１月経常収支

　　　　カナダ１月小売売上高

　　　　米２月中古住宅販売件数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】日米など各国の株安や米長期金利の低下は円買いにつながりやす

く、ドル円はテクニカル面のリバウンドを除くと上昇しにくい。ドル円は引き続き上値
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の重い展開となり、下げが加速すると１０５円の節目を試す可能性も出てくるとした。

　　　　

【各国の株価は大荒れの展開】

　新型コロナウイルスの感染拡大が世界的な広がりを見せている。１１日の世界保健機

関（ＷＨＯ）が「パンデミック（世界的な流行）」と言えるとの見解を表明した。各国

の株式市場をはじめとして、金融市場では大きく混乱しており、世界的な株安の連鎖が

起きている。

　　

　石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）と非ＯＰＥＣ主要産油国で構成される「ＯＰＥＣプラ

ス」が減産強化で合意に至らなかったことを受けて、週明けの９日の東京時間に原油価

格が暴落した。ＮＹ原油は一時１３．９４ドル安の２７．３４ドル（３３．７７％安）

の暴落となった。その後は安値圏でのもみ合いを続けている。

　　

　原油の暴落や新型コロナウイルスの世界的な感染拡大を嫌気して、９日の米国株は大

幅安となり、ＮＹダウは２０１３ドル安と過去最大の下げ幅となった。ＮＹダウは１０

日に１１６７ドル高。１１日に１１６４ドル安と乱高下しながら下値を探る展開となっ

ている。ＮＹダウは２月１２日の最高値から２０％下げており、弱気相場入りとの見方

が広がった。さらに１２日のＮＹダウは２３５２ドル安と過去最大の下げ幅を更新し

た。１２日の東京時間の午前にトランプ米大統領の演説で、「英国を除く欧州からの渡

航を３０日間停止する」と表明しており、世界経済が一段と減速するとの警戒感が圧迫

要因となった。

　　

　ドル円は、９日の東京市場では前週末の米株安や円高に加えて、原油の暴落やＮＹダ

ウ先物の急落などを受けて１０１円台半ばまでドル安円高が進んだ。新型コロナウイル

スの脅威だけでなく、原油の暴落という要因が新たな重石となった。その後のＮＹ市場

で１０１円台前半までドル安円高が進行した。その後、１０日に１０５円台後半まで上

昇、１２日に１０３円近くまで下落して、その後１０６円台まで上昇するなど、連日荒

れた展開を見せている。

　　

　米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は３日に臨時の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）

を開催して政策金利の０．５％の引き下げを決定した。３月１７～１８日のＦＯＭＣで

は一段の大幅利下げとの見方が広がっている。ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチでは次回ＦＯＭ

Ｃでの１．００％の利下げ確率は９０％前後に上昇している。

　　

　米１０年物国債利回りは安全資産への逃避から債券買い（利回り低下）により、９日

に過去最低水準となる０．３１３％前後まで一時低下した。その後はやや利回りは上昇

に転じて、１２日に一時０．９０２％前後まで戻した。米長期金利も荒れた動きで方向

性が見出しにくくなっている。

　　

　ドル円は１０１～１０６円台での荒れた展開が続いている。リスク回避の円高が警戒

されるものの、ドルも買われており、ドル円は比較的底堅い動きを見せている。日米な

ど各国の株価動向や米長期金利の動きを眺めながら、目先は１０１～１０６円台のレン

ジで荒れた動きとなりそうだ。ただ、一段の株安や米長期金利の低下となれば、１００

円を試す可能性もありそうだ。ドル円の目先の予想レンジは、１００．００～１０６．

５０円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、１６日に日本１月機械受注高、米３月Ｎ

Ｙ連銀製造業景気指数、米１月対米証券投資、１７日に日本１月鉱工業生産指数確報

値、米２月小売売上高、米２月鉱工業生産・設備稼働率、１８日に日本２月貿易収支、

米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、米２月住宅着工・建築許可件数、米連邦公開市場委員会

（ＦＯＭＣ、１７～１８日）政策金利、１９日に日本２月消費者物価指数、日銀金融政

策決定会合（１８～１９日）金融政策発表、米第４四半期経常収支、米３月フィラデル

フィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数、米２月景気先行指数、２０日に米２月

中古住宅販売件数などがある。

　　

【ユーロドルは高値圏から下げに転じる】

　９日には米長期金利の低下などを背景にドル売りの動きとなり、１．１５手前まで上



昇した。その後は欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会での金融緩和観測やリスク回避のドル

買いの動きなどから一時１．１０台半ばまで値を崩した。

　　

　１２日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、利下げは見送られたものの、量的緩和

の拡大を決定した。現在は月額２００億ユーロの国債などを購入しているが、これに加

えて年末までに１２００億ユーロの資産を追加で購入する。また、中小企業の資金繰り

の支援のため、最低でマイナス０．７５％という低水準で銀行に資金を貸し出すことも

決めた。ラガルド総裁は、新型コロナウイルスの感染拡大が経済活動に大きな影響を及

ぼすとの見解を示した。

　　

　米国株など各国の株価が急落する中で、リスク回避のドル買いの動きに傾きやすいと

みられる。ユーロは対ドルで売られやすい地合いが続くとみられ、ユーロドルは上値の

重い展開が続くこととなりそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０９５０～

１．１３５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１６日に英３月ライトムーブ住宅価格、中

国２月鉱工業生産指数、中国２月小売売上高、スイス２月生産者・輸入価格、１７日に

豪第４四半期住宅価格指数、英２月雇用統計、独３月ＺＥＷ景況感指数、カナダ１月製

造業出荷、１８日にＮＺ第４四半期経常収支、ユーロ圏２月消費者物価指数確報値、

ユーロ圏１月貿易収支、カナダ２月消費者物価指数、１９日にＮＺ第４四半期国内総生

産（ＧＤＰ）、豪２月雇用統計、スイス銀行（ＳＮＢ）政策金利、２０日に独２月生産

者物価指数、ユーロ圏１月経常収支、カナダ１月小売売上高などがある。
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